
PEST分析レポート：看板工事業（5年後の未来予測を含む） 

P（政治的要因） 

・屋外広告物に関する条例改正や景観法強化により、自治体による看板規制が厳格化。

特に歴史的景観保護区域や観光地では、看板の設置高さ・明度・サイズが制限される方

向に。 

・一部自治体で「まちの美観整備」名目の看板撤去補助が導入される一方、小規模看板

やデジタルサイネージ導入には補助金が拡充される地域も。 

・外国人技能実習制度の見直しにより、現場作業員の確保が一時的に困難となる懸念。

特定技能や国内若手確保が急務。 

・デジタル広告との競合を踏まえ、自治体が「リアル看板の再定義」として、地域資産

としてのブランディング型看板を推進する流れも予想される。 

E（経済的要因） 

・材料費（アルミ・ステンレス・LED・アクリル板等）の高騰が続き、原価率が上昇。

価格転嫁が困難な業界構造から利益圧迫へ。 

・地場密着型の多くが価格競争に晒され、標準単価が維持できない傾向。クラウドソー

シング型の安価施工業者の台頭が拍車をかける。 

・建設業界全体の受注減少に伴い、内装・看板工事への受注回帰傾向も見られる。これ

を内装強化の好機と捉える企業も出現。 

・インバウンド再開により観光地・商業エリアでの看板需要は一部回復傾向。特に多言

語・デジタル対応型看板の需要増が見込まれる。 

S（社会的要因） 

・人口減少・高齢化による地域商店街の空洞化で、商業看板の新設需要は減少する一方、

空き店舗リノベーション案件でのサイン工事需要が増加傾向。 

・若年層の『映え』志向により、フォトスポット型のデザイン看板やネオンサインの復

権。SNS 映えを意識した意匠デザインの重要性増大。 

・ジェンダー・多様性配慮の時代背景により、店舗名やキャッチコピーに関する看板表

現への社会的配慮が不可欠に。炎上リスク管理が必要。 

・Z世代を中心とする購買行動の変化により、リアル店舗の看板に「共感性」「世界観

演出」が求められ、従来の機能型看板からの脱却が必要。 



T（技術的要因） 

・AI による画像認識技術が発展し、デジタルサイネージが通行者の年齢・性別に応じて

表示内容を切り替える技術が普及。看板業界との連携が進む。 

・AR/VR 技術の進化により、看板施工前の完成イメージを空間に投影し提案できる営業

スタイルが主流に。提案力の差が競争力に直結。 

・IoTと連動した遠隔管理型の電飾看板（電力制御・表示切替）の導入が広がり、保守

業務の効率化と新たな保守ビジネスモデルが登場。 

・再生可能素材・脱炭素型のサイン資材（バイオプラスチック、竹材など）が主流に。

環境配慮型の看板製作が新たな差別化要因となる。 

🔮 5年後の未来変化を踏まえた仮説シナリオ 

●仮説シナリオ：『スマートシティ政策が進展し、街中の看板が全てデジタルサイネー

ジ化された未来』 

→この場合、従来型の看板工事業者は激減するが、ネットワーク施工・配線・クラウド

広告管理などの新スキルに対応できる業者が生き残る。 

●仮説シナリオ：『2028 年に都内で大規模地震が発生し、建築物の安全性とともに看

板の落下防止対策が法制化』 

→耐震基準への対応強化と、既存看板の改修案件が急増。構造解析を含めた設計力が新

たな競争要素に。 


